













ジを参加者に呈示する 1。そのときに，説得状況に存在する変数（e.g., 情報源の信憑性（source credibility））を
操作することで，その変数が，呈示されたメッセージの処理や，態度変容に与える影響を見る。例えば，








見込みモデル（elaboration likelihood model, Petty & Cacioppo, 1986）がある。精緻化見込みモデルは，人々の態
度変容が，多くの思考によってなされ得る，あるいは比較的少ない思考によってもなされ得るということを重










source-context-elaboration-model, Martin & Hewstone, 2008）において，精緻化の文脈という視点から説得状況に
存在する変数が与える影響を評価しようとするとき，結果として起こっていた精緻化の程度を把握することが
必要となる。この際に，伝統的に，説得的メッセージに含まれる論拠の強弱を操作することで，精緻化の程度
を把握する方法が用いられて来た（e.g., Erb, Bohner, Rank, & Einwiller, 2002; Martin & Hewstone, & Martin, 
2007）。これは，強論拠を含むメッセージを十分に精緻化するときには，弱論拠を含むメッセージを十分に精
論拠の強弱の基準を設定した説得的メッセージの作成

















development）という位置づけのもと，各論文・書籍（e.g., Martin & Hewstone, 2008）の一部において文章化さ
れている。














多く算出させるべきであり，弱論拠メッセージはその逆となる , Petty & Cacioppo, 1986）（要件 2），そして信
頼性，理解のしやすさ，複雑性，熟知性において同様に評定されていれば（要件 3），メッセージとしてふさ
わしいと判断される。
　一方で，Rosselli，Skelly, & Mackie （1995）の研究では，動物実験を題材として取り上げ，100個の論拠を準
備し（Martin & Hewstone, 2008のメッセージ開発の 1段階目に相当），次いで“弱い（weak）／説得力がない
（unconvincing）－強い（strong）／説得力がある（convincing）”の 1項目に関して評定を求め（Martin & 
Hewstone,  2008のメッセージ開発の 2段階目に相当），その結果 24個の強論拠，24個の弱論拠を選出し，そ
の上でこれらの論拠を用いて 8つのメッセージを作成した（Martin & Hewstone, 2008のメッセージ開発の 3段
階目に相当）。
　他方で，日本において説得的メッセージの作成に関して述べたものには伊藤（1999）の研究がある。この研
究においては，Petty & Cacioppo （1979）の研究を参考にしながら，各 1文からなる 20個の論拠を準備し
（Martin & Hewstone, 2008のメッセージ開発の 1段階目に相当），次いで“納得できる－納得できない”の 1
項目に関して評定を求め（Martin & Hewstone, 2008のメッセージ開発の 2段階目に相当），その結果得られた











（例えば，先にあげたMartin & Hewstone （2008）の論文における説得的メッセージとしてふさわしい 3つの要
件を満たすこと）を得られるという意味での再現性には問題があると考えられる。すなわち，この問題は，
Martin & Hewstone （2008）のメッセージ開発の 1段階目において，“直感的”に強論拠，弱論拠と見えるよう
に論拠を作成していることにある。この点に関して，Petty & Wegener （1998）は，何が論拠の質の強弱を決定











メッセージの開発を困難にしていると言える。さらに，Martin & Hewstone （2008）の研究で扱われた説得的メ
ッセージに含まれる論拠は，2文（論拠の例では，25～ 40単語）であり，伊藤（1999）の研究では 1文（14
～ 64字）であったが，Petty & Cacioppo （1986）の書籍に記載の説得的メッセージに含まれる強論拠，弱論拠
の例では，例えばある弱論拠では 7文（164単語）である。したがって，伊藤（1999）の研究や，Rosselli et 
al. （1995）の研究で用いられた比較的文字数の少ない論拠ではなく，説得研究において最も広く用いられてい
ると考えられる Petty & Cacioppo （1986）の書籍での大学における卒業試験の導入に関する論拠と類似した文











生合わせて 17名（大学院生 15名，学部生 2名：男性 8名，女性 9名：20─ 36歳 ）であった。調査は 2014
年 7月中旬に実施し，調査協力者に対して個別に冊子を配布し，回答開始から回答終了まではおよそ 25分程
度であった。







験に用いても不自然でないものであり，かつ Petty & Cacioppo （1986）の書籍での大学における卒業試験の導
入に類するものとして，“大学生の GPAを進級・卒業の基準として用いる制度（以下，GPA制度）の導入”
を取り上げた。この題材を用いて，“GPA制度の導入支持，不支持”に，さらに“論拠の質の強弱”をか
け合わせた，計 4種類の論拠を作成した。論拠作成においては，この 4種類の論拠をそれぞれ 3つずつ含む 4
種類の説得的メッセージ（GPA制度支持強論拠メッセージ，GPA制度支持弱論拠メッセージ，GPA制度不支




拠 5個，GPA制度不支持の強論拠 5個，GPA制度不支持の弱論拠 5個となり，その文字数は 119─ 227字で
あった。また，各論拠は，後の実験において“各新聞の記事，社説からの抜粋である”との設定で参加者に
呈示することを念頭において作成された。
論拠の評定　伊藤（1999），Boysen & Vogel （2007），Martin & Hewstone （2008）の研究を参考に，論拠の質
の強弱の評価として，“説得力に富む”， “納得できる”の 2項目に対して，“1：あてはまらない”， “2：や
やあてはまらない”， “3：どちらともいえない”， “4：ややあてはまる”， “5：あてはまる”の 5件法で評定






ある”の項目に対して，同じく“1：あてはまらない”， “ 2：ややあてはまらない”， “ 3：どちらともいえ





論拠の質 2（強，弱）の 4種類についての各 5個ずつの論拠計 20個全てへの評定を求めた。また，配布した
冊子は，論拠の呈示順序をカウンターバランスした冊子合計 8種類を参加者に無作為に割り当てたものであった。
結果と考察　
各論拠への“説得力に富む”， “納得できる”， “信頼性がある”の 3項目への記述統計を Table 1に示す。
表中の数字は，数値が高いほど，説得力に富み，納得でき，信頼性があることを意味している。さらに，“説
得力に富む”と“納得できる”の項目間の相関係数 r，及び両項目の平均値を Table 1に合わせて示す。相
関係数 rは .34から .91とバラつきがあるが，先に述べたように 2項目の方が，メッセージに対しての好意的
思考・非好意的思考の生成をより良く予測するであろうという理由から，“説得力に富む”と“納得でき
る”の両項目の平均値を算出して，論拠の強弱の判定のための参考指標とした。表中に示されている強論拠
































便宜上，95％信頼区間が意味的中央値 3をまたがないようにして 3より大きい値を取っているものを GPA制





























（学部 3年生 11名，4年生 12名：男性 10名，女性 13名：20─ 23歳）であった。調査は 2014年 9月下旬に
実施し，調査協力者に対して個別に冊子を配布し，回答開始から回答終了まではおよそ 30分程度であった。
刺激作成　調査 1と同じく，GPAを進級・卒業の基準として用いる制度の導入に関する説得的メッセージ
の作成を行った。説得的メッセージの作成方法に関しては，引き続き，Martin & Hewstone （2008）のメッセー
ジ開発の 4段階を参考にし，調査 1と同じく擬似的に４段階目の一部までを行った。論拠は“GPA制度の導
入支持，不支持”に，さらに“論拠の質の強弱”をかけ合わせた，計 4種類の論拠，すなわち，GPA制度






強論拠 9個，弱論拠 9個，伊藤（1999）の研究の大学における卒業試験の導入のための理由 20個の説得力の
















判断したかの結果を Table 4に示し，同時にそれらの各論拠が，調査 1において Table 3に示された基準をどの













る場合には高く，一致しない場合には低く評定される（Boysen & Vogel, 2007; Pomeranzt, Chaiken, & Tordesillas, 
1995）。本調査で評定を求める GPA制度と類似の題材である大学における卒業試験の導入では，導入を支持し





測定は，GPA制度導入についての簡単な説明文を読んでもらったあとに，Petty, Brinol, & Tormala （2002）の態
度測定で用いられた 6つの形容詞・形容動詞対を用いて 11段階 SD法で測定した。それぞれの尺度の両極は，
“反対－賛成（against－ in favor）”，“好ましくない－好ましい（unfavorable－ favorable）”，“悪い－良い






3　 態度尺度 6項目の平均値を態度得点とし，これを説明変数として，後述する GPA制度支持強論拠メッセージ（構成論拠
は a-1，a-3，b-4），GPA制度支持弱論拠メッセージ（構成する論拠は b-1，b-3，b-6），GPA制度不支持強論拠メッセージ（構












である学部 3，4年生には，学部 1，2年生であった頃を回想し，そして 1，2年生になったつもりで論拠を読
み，論拠の質の評定を行うよう教示した。また，参加者へは，論拠の立場 2（GPA制度導入支持，GPA制度







得がいく”の項目間の相関係数 r，両項目の得点を足し合わせた得点の平均値を Table 5に合わせて示す。相
関係数 rは，.35から .91とバラツキがあるが調査 1と同様に，両項目の平均値を論拠の強弱の判定のための
“説得力に富む・納得できる”は調査 1の結果であり得点可能範囲は 1─ 5，「1：あてはまらない」「2：ややあてはまらな











　調査 1における説得的メッセージの質（強，弱）の判定基準を調査 2でも適用する。調査 1では “説得力
に富む”と“納得できる”の得点を足し合わせて平均を取ったものを指標として，5件法において意味的
中央値である 3より大きく 95％信頼区間が 3をまたがないものを GPA制度支持・不支持の強論拠メッセージ，
一方で意味的中央値である 3より小さく 95％信頼区間が 3をまたがないものを GPA制度支持・不支持の弱論
拠メッセージとして位置づけていた。よって，調査 2では，“説得力がない－説得力がある”，“納得がいか
ない－納得がいく”の合成指標の値が，意味的中央値 6より大きく，95％信頼区間が 6をまたがないものを
GPA制度支持・不支の強論拠メッセージ，6より小さく 95％信頼区間が 6をまたがないものを GPA制度支持・
不支持の弱論拠メッセージとして位置づけた。この判定基準に照らした場合，GPA制度支持の強論拠メッセ
















拠メッセージ（M = 5.94）は，先に示したように，Martin & Hewstone （2008）における自発的安楽死の支持の
メッセージにおける信頼性に関する 9件法の評定，5.69と 4.73と比べて問題はなかった。また，GPA制度不
支持メッセージのリアリティに関しては，強論拠メッセージ（M = 7.57）と弱論拠メッセージ（M = 6.58）は，
自発的安楽死不支持メッセージにおける，信頼性の評定 4.69と 4.14，あるいは自発的安楽死支持メッセージ
の信頼性の評定の乖離と比較しても十分なものであると判断した。さらに，GPA制度支持のメッセージの理
解のしやすさに関しては，強論拠メッセージ（M= 8.00）と弱論拠メッセージ（M = 6.51）は，Martin & 




強論拠メッセージ（M= 7.32）と弱論拠メッセージ（M = 6.35）は，これもMartin & Hewstone （2008）の自発
的安楽死支持メッセージにおける複雑さに関する 9件法の評定，3.46と 3.07，あるいは自発的安楽死不支持メ
ッセージにおける評定，3.46と 3.36と比較し，乖離が大きい。GPA制度不支持のメッセージの複雑でない程















メッセージで乖離があった。これに関しては，2つの原因が考えられる。1つは，Martin & Hewstone （2008）












て論拠作成及び評定を行った。調査 1において作成された，それぞれ論拠 3つからなる 4種類の説得的メッセ
ージと，調査 2において作成された，それぞれ論拠 3つからなる 4種類の説得的メッセージは，その強弱の値
において，結果として大きな違いはなかった。しかし，何が論拠の強弱を左右するかに関する研究がほとんど
ない（Petty & Wegener, 1998）中で，直感的あるいは探索的に強論拠，弱論拠に見える論拠を作成せざるを得
ない状況から，論拠の強弱の基準を設けて，それに則って論拠を作成する手続きを踏むことで，今後様々な題
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Appendix
調査 2で作成し，評定を求めた論拠を以下に示す。論拠の並び順は，Table 4と対応させた。
a-1．地方のある国立大学は，工学部の電気電子工学科などで 04年度から GPAを進級及び卒業の判定基準と
して導入し，05年度からは同学部全体に広げた。12年度に，学生の入学時から卒業時までの成績の変化を追
跡調査したところ，工学部は他学部と比較して，2，3年生で急速に成績が上昇する傾向が見られたという。
これは，従来の単位を取得するために授業に出るという姿勢から，より授業の中身まで深く理解するという姿
勢に移行していることを意味している。同様の現象は，GPAを進級及び卒業の要件として導入した他の大学，
学部においても確認されている。
a-2．大学の教育の質にこだわる姿勢は，学生の就職活動にも好ましい影響を与える。例えば，GPAを退学勧
告の基準とする制度を取り入れている東北地方のある大学では，企業の採用担当者がキャンパスに足を運んで
入社試験をし，その場で内定を出す例もある。また，就職活動において学生の成績はほとんど重視されてこな
かったが，現在では判断材料の一つとして成績を提出することが求められて来ている。このことからも，これ
からは大学生が一定の GPAを上回るようにしていく制度的枠組みとして，GPAを進級や卒業の基準として設
定することが必要とされる。
a-3．文部科学省のある外郭団体による報告では，GPAを進級の要件として導入している大学は，学生に対し
て，それまでと比較して平均して約 32％多い財政的援助を利用できることを明らかにした。これは，学生の
留年率の減少や，GPAの上昇という結果が対外的にポジティブな影響を与えたためだ。東京都のある私立大
学の財務部長は，進級，卒業の判定基準として GPAの利用が 5年前に始められてから，それまでよりも多く
の個人と団体が，当大学の学生への奨学金の寄付をするようになり，これによって向学心のある学生に対し
て，学業活動の援助をいっそう行いやすくなったと述べた
a-4．大学の制度改革の一つとして，個々の大学が進級や卒業認定の条件を，従来の単位認定によるものから，
GPAを進級や卒業の要件とする流れが起きている。この制度導入による利点の中でも重要なのは，大学全体
の学生の水準をあげることに寄与することだ。その表れの一つとして，平成 19年度から GPAを卒業要件とし
て設定した都内の国立大学の例があげられる。この大学では，この制度導入に伴って種々の好ましい影響があ
ることが確認されたが，中でも制度導入前は 4年間で卒業できない学生の割合が 20％前後で推移していたの
が，導入後 3年が経過していた時点では，10％未満となっていた。
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a-5．これまでの日本の大学においては，成績評価の基準は，担当教員ごとに異なることが容認されて来た。
その結果，単位を取るのが容易な教員や，低い評価ばかりを与える教員がいた。しかし，今全国で，従来の単
位数による進級認定方式から GPAによる進級判定方式へと切りかえる大学が増加している。この制度の導入
にあたっては評価基準の厳格化が求められる。例えば，この制度を 02年度からいち早く導入した関東のある
私立大学では，それまでは，教員間で大きく異なっていた授業の成績評価方式が，実際に，できるだけ大学側
が提示した基準に沿ってなされるようになってきたのである。
b-4．現在日本の大学の一部では，卒業や退学勧告の基準として GPAを用いている。この制度は，日本の従来
の制度よりも学生に対して勉強する動機づけを与えると見られている。米国の大学では，既にほとんどの大学
でこの制度が適用されており，事実米国の大学生は日本よりも数段勉強に時間を費やしていることが分かって
いる。大学の国際競争力 ,大学生の質を向上させるためにも，今後日本の大学でこの制度を順次導入していく
ことが必要である。事実，導入した日本の大学では，学生が普段勉強に費やす時間が，同水準の大学と比較し
て増加する傾向が見られている。
b-1．学生を支援するある機構は，GPAを進級，卒業の判定基準として用いることの効果に関して，関西のあ
る大学で行なわれた研究の結果を公表した。その中での主要な発見の一つは，基準の導入後に学生の不安が約
31％増加していたことだ。機構は，試験に関する不安や，失敗への恐怖は，学生がそれを感じている間は，学
生を勉強するよう動機づけるだろうと理由づけした。おそらくこの不安の効果は，全ての学生に対して好まし
い影響があるとは言いきれないが，全体として見れば好ましい影響があると考えられる。したがって機構は他
の大学においても導入が有益であると結論づけていた。
b-2．GPAを進級や卒業の判定基準として用いた大学の学生に見られた一つの傾向は，その大学の学生が，こ
の制度を好んでいるようだったことだ。学生の多くは，卒業したときに，ビジネスの職を望んでおり，そして
会社の世界はとても厳しいにもかかわらず，学生生活には少しの厳しさもない。したがって，この制度によっ
て，学生は神経質になることや，また学生が基準以上の GPAを取得できなかった場合は学生の 4年間は無駄
になるかもしれないが，一方でそれは多くの学生が歓迎する厳しさであるはずである。この制度の導入はこれ
からの人生への良い準備となると言える。
b-3．東京の教育用テスト開発機関によって行なわれた調査は，多くの大学は GPAを進級，卒業の要件の一つ
として採用しようとしていることを明らかにした。これからは，GPAを進級，卒業の要件として採用してい
る大学は，この流れの最先端となり得る。この制度を採用している大学の教授へのインタビューでは，「高校
の生徒は，今の流れにいち早くついていっている大学にいい印象を受けるはずだ」との意見が得られた。した
がって，これは高校生の大学選択において決定的な可能性があり，高校生の間でこの制度についての情報が広
まるにつれて，導入している大学への入学者数は増加するだろう。
b-5．学生の学力に責任を持たない大学に業を煮やした政府のある機関は，5月，全大学に学生の勉強時間を
把握しているか調査した。この結果，大学が成績不良の学生に対して勉強させる努力をしたかどうかに応じて
財政支援に差をつけることも検討している。この大学側の努力の一つとして，GPAを退学勧告基準や卒業判
定基準として利用して，学生の意識を変える取り組みを行おうとしているかどうかも含まれている。したがっ
て，大学への財政支援を維持するためにも，導入していない大学は，今後 GPAを退学勧告や卒業判定の基準
として用いることを積極的に行っていく必要がある。
b-6．後援会からの要請により，大学生の進級や退学の基準として GPAを用いると決めた大学がある。現在ま
でのところ，この制度に関しては必ずしも一貫して好ましい結果が得られているわけではない。しかし，政府
のある教育系調査機関は，大学を評価する際に，教授陣や理事に加えて親や後援会からの意見を反映させてい
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る。この後援会に所属している人でその子供が通っている大学ではこの制度があり，子供自身やその友人も概
ね好意的な反応をしていたと述べた。これからの大学運営を考えるなら，このような後援会の意見をふまえて
積極的に新たな制度を導入していくことは必要である。
c-1．米国式の評価方法として，GPAを進級，卒業の判定基準として用いようとする傾向が日本のいくつかの
大学を筆頭として始まっている。しかし，授業評価の基準が教授，授業によって一致していない現在の状況で
は，この制度を導入することに安易に賛同するわけにはいかない。例えば，同じ授業名でもそれを担当する教
授によって，授業内容や，評価方法がまったく違うことがありうる。ある社団法人による調査結果では，この
ような不一致は制度の導入後にも残ることが示されている。この課題の解消をせずに GPAを進級，卒業の判
定基準として導入していくことは，時期尚早である。
c-2．進級，卒業の判定基準として GPAを利用している大学が増加してきている。このうちの 1校の東海地方
のある大学の工学部では，学生が成績の低下を恐れ，極端に登録科目を絞り込む傾向があるという。これは大
学 1，2年次で顕著だ。また同様の傾向は，他のいくつかの大学でも報告されていた。学生が幅広い分野の学
習を深め，その中から興味ある分野を絞り込むためにも，GPAを進級判定，卒業判定の基準等として用いよ
うとするなら，これらの問題への対策がまず十分に練られることが必要である。現状では，学生にとって好ま
しい影響があるよりは不利益な結果を招いてしまって可能性がある。
c-3．現在の大学での学生の成績評価は，絶対評価となっている。つまり，学生が授業の到達目標にどれぐら
い到達しているかによって成績評価がなされている。しかし，GPAを進級の基準として利用している大学で
は，原則として相対評価の要素が取り入れられている。この場合，事前に呈示されている授業の到達目標に全
員が到達したとしても，その中での相対評価となるため，必ずしも満足のいく評価が得られるとは限らない学
生が生じる可能性がある。この点に関して，学生に直接インタビューしたところ，授業への意欲を維持するに
は従来の絶対評価の方が望ましいという声が多数あがった。
c-6．ある社団法人は，近年国内の大学で散発的に導入が試みられている GPAの進級及び卒業基準への適用結
果に関して調査を行った。報告書は，一部の大学では GPAの上昇などの結果が得られていることを明らかに
した一方で，全体としてみると，留年率の増加や退学率の増加という現象があることを示していた。この原因
として，多くの大学では基準を設けはするものの，基準を満たすための方策は学生の自助努力に任せるなど，
学生のフォローが十分になされていないことが言及されていた。したがって，現在はこの制度をうまく運用で
きていない状況が浮かび上がった。
d-4．文科省関連のある団体は，大学が単に GPAの導入を行う段階でとどまるのではなく，その GPAを進級
の判定基準として用いるなどのさらに踏み込んだ制度改革を求めている。一方で，GPAを進級基準として利
用している大学では，学生が評価の厳しい科目を避け，甘い科目に走ることが起こっている。そのためこの制
度の導入によって GPAが変化なしあるいは上昇していても，実際には本質的な上昇ではなく表面上の変化に
過ぎないという場合がある。そして，むしろ本制度の導入によって学生が身につける学習内容はむしろ低下す
る側面があり，本制度の導入には，現時点では賛同することはできない。
d-1．現代の大学に特に求められる役割の一つとして，標準年限で学生を社会に送り出すことがあげられる。
GPAを進級，卒業の要件として用いている大学では，大方の学生がこの制度を問題なくこなしており，標準
年限で大学を卒業していっている。しかし，一部の学生においては，GPAが不足しているため，規定単位数
を満たしていても卒業できない例が出ている。特にこれは体育会系の部活に所属する学生で顕著だ。体育会系
の学生を標準年限で卒業させるためにも，GPAを進級，卒業の要件として用いるのではなく，従来の単位数
による卒業認定を継続するべきである。
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d-2．大学は学生が学業に関して十分に専念できる環境を実現するとともに，大学生が学生のうちに経験する
べき他の要素に関しても十分に経験できるような体制を整える義務がある。この点に関して，ある作家は，近
年の大学の種々の問題点について述べる中で次のように言及した。現在は作家自身が大学生だった時代と比較
し，適度なゆるさがなく，例えば GPAを進級，卒業の要件とすることで，学生が個性を存分に発揮する機会
を奪っている。このような学業以外の学生の能力を評価しようとしない大学側の姿勢は，学生の未来の可能性
や個性を発揮する可能性をつみとってしまっている。
d-3．政府のある団体が定期的に実施している調査から示されているのは，親元を離れて暮らしている大学生
への実家からの仕送り額の減少が顕著であることだ。特にこの 10年間で仕送り額は 11.8％も減少しており，
さらに 1割の学生には，仕送りがない。奨学金制度がありはするが，あまり利用していない現状も見られる。
したがって，学生はこの不足分を，アルバイトによって補っている現状がある。このような状況を考慮せず，
GPAを進級，卒業の基準として導入することは，学生に対しての負担が増加するだけであり，脱落する学生
をいたずらに多く生む結果につながってしまう。
d-5．GPAを進級の基準として導入しようとしている関西のある大学の教授は，これまでの単位による進級判
定を継続すべきだと主張した。この新しい制度は，日本においてまだ導入されて期間が経過しておらず，まだ
それが日本の風土に馴染むか判断できない。他の大学での導入の結果を十分に見届けてから取り組むのでも遅
くはないと述べた。また，この制度を既に導入した大学の教員からは，業務量がいたずらに増えてしまったな
どの，好意的とは言えない意見がえられた。したがって，本制度の導入は，現状では評価する側の教員間の総
意が得られないならば，さけるべきだと考えられる。
c-5．GPAを進級，卒業そして退学勧告の基準として導入した関西の中堅私立大学の学生への聞き取り調査で
は，この制度への好意的な反応は少なかった。聞き取り調査に協力したある学生は，『多くの授業でそれまで
よりも授業の課題が増え，しかも高い評価がつきにくくなった。またバイトをする時間なども削らなければな
らなかった。課題量との兼ね合いで負担の少ない科目を取らざるをえないこともあった』と述べた。確かに本
制度の導入によって学生の GPAの増加が見られている大学もあるが，一方でこのように学生にとって不利益
を解消できないのなら本制度は導入を控えた方がよいと考えられる。
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